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要 旨
　裁判員制度の導入をきっかけに，責任能力論に関する議論が注目を集めている．特に近年では精神鑑
定の裁判上の扱いや，責任能力判断の際に着目すべき視点など，より実践的な問題に議論が集まってい
る．
　従来から責任能力の定義に関しては大方合意があるとされるものの，責任能力の要素の一つである制
御能力は，認定の困難性や徹底した解釈が妥当でない結論に至るなどの問題を含むことが指摘されてき
た．近時，制御能力要件を不要とする見解が主張されるまでに至っており，従来の考えに対して，理論
的にも立ち戻った検討が必要とされている．したがって本稿では，制御能力への影響が主たるものであ
り，責任能力論においてしばしば問題となってきた反社会性パーソナリティー障害を題材に，従来から
の学説・裁判例の態度を振り返ることにより，現在の裁判例の問題性，および学説と裁判例の差を示し，
制御能力要件の再検討の必要性を説くことを試みる．
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1 ．従来からの責任能力論に関する議論の対象
と現在の問題
　近年，裁判員制度の導入をきっかけとして責任
能力論に関する議論が盛んになりつつある．また，
裁判員制度の導入の直前にあたる平成20年および
平成21年に，さらには平成27年に，最高裁が精神
鑑定に関する判断を示したことも責任能力論の議
論に拍車をかけていると言えるだろう．しかしな
がら，責任能力に関する従来からの議論の対象は，
責任能力の犯罪体系上の位置付けや精神医学の発
展を背景とした精神の障害概念の意義および精神
鑑定の位置付けが中心であり，各個別要件の具体
的内容の検討および認定方法については，未だ議
論が不十分な現状である．
　したがって，本稿では，責任能力の要素の一つ
でありながら，弁識能力の重視や認定の困難性を
理由に，特に検討の対象とされることが少なかっ
た制御能力に焦点を当てることとする．検討の素
材として，しばしば刑法学および刑事政策学との
関連で問題となってきた反社会性パーソナリティ
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ー障害（かつての精神病質，反社会性人格障害）
を用いる．同障害は，刺激への抵抗力の低さや衝
動性の高さを特徴としており，制御能力への影響
が中心的な問題となっている．制御能力は，従来
から特に，認定の困難性に関する問題が指摘され，
要件の存在意義自体に疑義を呈する見解が主張さ
れており，他方で，実務においても窃盗癖や薬物
犯罪，さらには性犯罪に関する責任能力の存否が
問題となっている．そこで，制御能力要件をどの
ように理解するのかを示すことによって，従来か
らの学説の検討を補い，さらに実務の方向性を確
立できることになるであろう1）．
2 ．反社会性パーソナリティー障害と刑法
　我が国の学説および裁判例2）は，原則として反
社会性パーソナリティー障害の責任能力への影響
を認めてこなかったとされている3）．かつての学
説には，責任能力への影響を否定する根拠として，
そもそも反社会性パーソナリティー障害は，責任
能力の要件の一つである「精神の障害」に該当し
ないとするものがあった．これは反社会性パーソ
ナリティー障害が「性格の偏り」に過ぎず，いわ
ゆる精神障害には該当しないという「精神病質」
の理解に基づくものであり，その背景には，パー
ソナリティー障害が認められる犯罪者に対する処
罰の必要性という刑事政策的考慮があった．しか
しながら，現在では，精神医学の診断方法の変化
や「精神の障害」の要件の拡大から，そのような
解釈が可能なのか疑義が生じるだろう．一方で，
反社会性パーソナリティー障害の「精神の障害」
該当性を肯定した場合に問題となる「制御能力」
は，厳格な解釈によって（さらには認定の困難性
と相まって）予防的な問題を生じ得ることが従来
から指摘されてきた4）．しかしながら，同障害が，
制御能力（または他行為可能性）に実際に影響を
与えているとするならば，責任能力への影響また
は責任減退を認めない解釈・運用は，規範的責任
論をベースとする現在の責任論からはその妥当性
が問われることになる．他方で，反社会性パーソ
ナリティーが責任能力に影響を与えないとする場
合においても，従来型の責任論を基礎とする限り
において，期待可能性の問題としてまたは量刑事
情として検討されることになり5），反社会性パー
ソナリティー障害を刑法上どのように評価すべき
なのかについての検討の重要性は失われないと考
えられる．
　以上の問題関心から，反社会性パーソナリティ
ー障害と責任能力を論じていくが，そこでは以下
のことが問題となるだろう．第一に，①同障害は，
「精神の障害」に該当するのかが問題となる．そし
て，②同障害は制御能力に影響を与え得るのか，
そしてそれはどの程度なのかが問われる．さらに，
③同障害の制御能力への影響を実務においてどの
ように判断すべきなのかが検討されなければなら
ない．最後に，④同障害および同障害に基づく残
虐性等を量刑上どのように評価すべきなのかとい
う点について検討される必要があろう．
　このように，問題が各所に関係するために，責
任論・責任能力論を概観した後に，裁判例につい
て検討する．
Ⅱ 検討の前提として
1 ．反社会性パーソナリティー障害
　パーソナリティー障害には様々なタイプがある
とされるが6），特に犯罪との関連で問題となるの
は，反社会性パーソナリティー障害であるとされ
る．刑法の文脈において，反社会性パーソナリテ
ィー障害は，特に犯罪予防の観点から，刑事政策
との関連で問題となってきた．すなわち，一方で
同障害により刺激への抵抗力の低下，容易な激情
性から制御能力の低下が認められ得るが，他方で
他者への共感性が低く，他者への侵害を安易に行
う場合があることから処罰の必要性が高度である
という，責任主義の要請と予防の必要性の対立と
いうジレンマがあった．
　他方で，同障害は，そもそも概念自体の範囲・
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限界が不明確であると批判されてきた．それは，
かつて精神医学の分野においても，「精神病質」に
ついての理解が，学問的立場や各論者の理解によ
って異なっていたことに起因する．精神病質概念
の代表的論者とされる Kurt Schneider によれば，
精神病質パーソナリティーとは，パーソナリティ
ーの平均幅からの偏倚である異常パーソナリティ
ーのなかの，「本人がその異常性に苦しむ，あるい
は社会がそれに苦しまされるパーソナリティー」
であるとされる7）．Schneider によれば，精神病質
は，発揚型，抑うつ型，自信欠乏型，狂信型，自
己顕示型，気分易変型，爆破型，情勢欠如型，意
思薄弱型，無力型に分類される．Schneiderは精神
病を病因性（krankhaft）である心的異常のすべて
であるとし，非病因性の心的障害はそれがいかに
「重症」なものであっても，決して精神病という言
葉を使うべきではないとする．そして非病因性の
心的障害の場合には，責任能力の喪失・減退を否
定しており，それゆえパーソナリティー障害の場
合にも，責任能力の喪失・減退を否定している．
Schneider の理論は，我が国にも大きな影響を与
え，近年の裁判例においても，しばしば Schneider
のパーソナリティー障害の分類に基づく鑑定人の
所見が見られるが，Schneider自身は不可知論の立
場に立っており，不可知論の立場に基づいて，非
病因性であるパーソナリティー障害の場合には，
責任能力への影響を否定していたことは注意され
るべきであるだろう8）．
　以上のように，かつてはSchneiderによる分類方
法が，パーソナリティー障害の理解に，そして間
接的に裁判例におけるパーソナリティー障害の取
り扱いに影響を与えてきた．しかしながら，その
後，精神医学の分野において医師ごとの診断の差
が問題とされ，診断のばらつきを解消するために，
統一的な診断基準の作成が求められた．そこで登
場したのが，DSM および ICD 等の操作的診断方
法である．これらの診断基準は，従来型の診断
（名）に着目していた疾患分類とは異なり，どのよ
うな症状を呈しているのかに着目したものであり，
症状に基づいた分類を行うことによって統一的な
診断を可能にした9）．
　アメリカ精神医学会（APA：American Psychiatric 
Association）が発行している DSM- Ⅴによれば，
反社会性パーソナリティー障害の診断基準は以下
の通りである10）．
A ．他人の権利を無視し侵害する広範な様式で，
15歳以降に起こっており，以下のうち 3 つ（ま
たはそれ以上）によって示される．
⑴法にかなった行動という点で社会的規範に適
合しないこと．これは逮捕の原因になる行為
を繰り返し行うことで示される．
⑵虚偽性．これは繰り返し嘘をつくこと，偽名
を使うこと，または自分の利益や快楽のため
に人をだますことによって示される．
⑶衝動性，または将来の計画を立てられないこ
と．
⑷いらだたしさおよび攻撃性．これは身体的な
喧嘩または暴力を繰り返すことによって示さ
れる．
⑸自分または他人の安全を考えない無謀さ．
⑹一貫して無責任であること．これは仕事を安
定して続けられない，または経済的な義務を
果たさない，ということを繰り返すことによ
って示される．
⑺良心の呵責の欠如．これは他人を傷つけたり，
いじめたり，または他人のものを盗んだりし
たことに無関心であったり，それを正当化し
たりすることによって示される．
B ．その人は少なくとも18歳以上である．
C ．15歳以前に発症した素行症の証拠がある．
D ．反社会的な行為が起こるのは，統合失調症や
双極性障害の経過中のみではない．
　反社会性パーソナリティー障害の基本的特徴と
して挙げられるのは，他人の権利を無視し侵害す
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る広範な様式とされる．該当者は，幼少期・青年
期から問題行動が見られるが，B．の診断基準に
よれば，18歳未満の場合には，定義上，反社会性
パーソナリティー障害には該当せず，行為障害と
診断される．反社会性パーソナリティー障害は，
慢性のものであるが加齢とともに病状が軽くなっ
たり，または寛解したりすることがあるとされて
いる．
　治療法に関しては，「パーソナリティー障害に対
する標準化された治療方法は存在していない」と
されているが11），一方で，研究が進んでいる境界
性パーソナリティー障害には，治療ガイドライン
の作成の動きがあるとされている12）．本稿で扱う
反社会性パーソナリティー障害は，パーソナリテ
ィー障害の亜型の一つとされ，その特徴として，
社会的義務を顧みないこと，他者の感情に対する
共感が欠如していることを特徴とするとされてお
り，罪悪感や後悔を感じることができず，刑罰な
ど自分にとって不都合な体験によって行動が容易
に修正されないとされている13）．さらに，欲求不
満に対する耐性が低く，衝動制御が不良であるた
め，暴力など攻撃性の発散に対する閾値が低いと
される．
　以上が，精神医学における反社会性パーソナリ
ティー障害の診断基準および特徴である．以下の
考察は，基本的には DSM による反社会性パーソ
ナリティー障害を念頭に置くこととする．ただし，
（診断論による）「精神病質」から，操作的診断方
法への移行，さらに，その操作的診断方法の基準
自体の改正は，概念が指し示す対象の差を生み出
している可能性があり，特に，かつての裁判例の
考察との関連では，本来であれば注意されるべき
点であるが，検討対象の把握を困難なものとする
ため，反社会性パーソナリティー障害の概念の同
定は詳細には行わない14）．
　ここまでは，医学的側面における反社会性パー
ソナリティー障害について論じてきたが，以下で
は，反社会性パーソナリティー障害に関して責任
能力を個別で論じる上で前提となる刑法学におけ
る責任論・責任能力論を確認していく．
2 ．現在の責任論・責任能力論の概要
⑴ 責 任 論
　現在の通説的理解は，責任を他行為可能性に基
づく非難可能性と理解する規範的責任論であると
される15）．換言すれば，他の行為を行うことがで
きたにもかかわらず，あえて構成要件該当行為を
行ったことについて，そうすべきでなかったこと
に対する非難が責任の本質となる．また，非難の
対象は行為であり，人格・性格に対する非難では
ない．
　他方で，責任を非難可能性と理解する責任論と
は異なり，責任概念への予防的考慮の介在を肯定
する見解，さらに責任を予防によって構成する見
解である機能的責任概念も有力である．機能的責
任概念は，すでにパーソナリティー障害（人格障
害）に関連する文献でも触れられているため16），
詳細な検討は省略するが，前者に該当する代表的
論者として Roxin が，後者に該当する代表的論者
として Jakobs が挙げられる．機能的責任概念によ
る責任の理解は，刑罰の予防目的を優先し，有責
な行為は，刑罰が一般の法認識の強化のために必
要であると考えられる場合にのみ肯定されること
になる17）．
　Roxin は，責任を規範的応答可能性（normative 
Ansprechbarkeit）と理解する．したがって，「精
神の障害」に基づく責任無能力者には，規範的応
答可能性が欠け，精神障害により弁識能力・制御
能力なしに行われる行為は模倣されることがない
ため，規範信頼が揺るがされることがないことに
なり，一般予防の観点から，処罰の必要性が欠け
ることになる18）．
　Jakobs によれば，責任とは，法がある動機付け
を優先させるべきとしているのに，違法な所為を
なす際に，それが欠けていることに対する管轄
（Zuständigkeit）であるとされ，責任能力は「規範
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妥当を否定する能力」となり，したがって責任無
能力者による違法行為は規範妥当性に影響を与え
ず，一般予防に影響を与えないことになる19）．
　予防による責任の基礎づけは，刑事政策上（ま
たは行刑実務）では，刑罰が矯正教育から理解さ
れており，刑罰論において一般的な見解である相
対的応報刑論のように，応報的側面が強調されて
いるわけではないことからすれば，行刑実務に対
応した刑罰の基礎づけとして20），妥当な方向性で
あるように思える．また，責任の基礎づけに予防
的考慮が介在する場合には，「精神の障害」の解釈
にも予防的観点を考慮することが可能となり，パ
ーソナリティー障害が「精神の障害」に該当しな
いとする見解に論拠を与えることにもつながるで
あろう．しかしながら，従来から指摘されている
ように，予防による責任の基礎づけは，行為責任
を超過した刑罰を肯定する可能性があり，それゆ
え，終身拘禁や不定期刑，さらにつきすすめば，
予防拘禁に行き着くおそれがあり，人権保護の観
点から問題がある．今後の議論の進展により，適
切な限定原理が発展する可能性があり，なお検討
の余地はあるが，すくなくとも現状では，受け入
れがたい見解であると言えるだろう．
　以上のように，責任論を新たな視点から見直す
動きはあるものの，あくまで現在の通説的理解は，
規範的責任論に基づいたものである．本稿では，
裁判例を始めとする実務との関連で今後の制御能
力の検討の方向性を指し示すことを主眼に，以下
では従来通りの理解である他行為可能性に基づく
規範的責任論を前提として考察していく．
⑵ 責任能力論
　従来の責任能力論は，主に新派・旧派の対立を
背景としつつ，それぞれの責任論・刑罰論を背景
として，犯罪論における責任能力の体系的位置付
けに集中していたとされる21）．そこでは，責任能
力は，有責行為能力か，または刑罰適応性なのか，
責任能力は，他の責任要素の前提であるのか（責
任前提説），責任要素の一つに過ぎないのか（責任
要素説），部分的責任能力は認められるのか等が議
論されてきた22）．
　刑法39条の心神喪失，心神耗弱の定義は，大審
院昭和 6 年判決によれば，心神喪失とは「精神の
障害に因り事物の理非善悪を弁識する能力なく，
又は此の弁識に従て行動する能力なき状態」であ
り，心神耗弱とは「精神の障害未だ上叙の能力を
欠如する程度に達せざるも，其の能力著しく減退
せる状態」を指すとされ，学説上，この定義自体
には異論はないとされている23）．すなわち，責任
能力の要素として，「精神の障害」，「弁識能力」，
「制御能力」の三つがあげられている．この定義
は，「精神の障害」にあたる生物学的要件と，「弁
識能力」「制御能力」にあたる心理学的要件によっ
て構成されており，いわゆる「混合的方法」を採
用したものである．精神の障害に該当することに
加え，弁識能力と制御能力を要求するこの定義は，
ドイツ刑法20条に類似したものであり，その基礎
には，責任を非難可能性と理解し，意思自由を前
提とする他行為可能性を規範的責任論がある．
　確かに，責任能力の定義自体には異論はほぼな
いとされているが，一方で，それぞれの要件のも
つ意味内容について明確な一致があるとまでは言
えないため，まずは現状の議論状況を確認する．
責任能力の各要件に，どのような意義を見出すの
かは，前提となる理解に大きく左右され，本来で
あれば前提理解を個別に検討する必要があるが，
論旨が不明確となるため，基本的には通説的理解
を前提に，特に本稿のテーマと大きく関連する範
囲内で対立説に言及するに留めることとする．し
たがって，以下では，責任の前提となり制御能力
とも関連する①意思自由の問題，反社会性パーソ
ナリティー障害が該当性を問われる②「精神の障
害」の要件の変遷を確認したのちに，③我が国に
おける制御能力の議論について概説的に言及して
いく．
①意思自由について
　責任を他行為可能性に基づく非難可能性と理解
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する通説的理解では，意思自由が前提とされてい
る．制御能力は，まさに意思自由の問題である，
とも言われるように24），制御能力と意思自由は密
接な関連性を有している．
　意思自由の存否に関して，現在では，かつて主
張されていたような純粋な形式での非決定論，決
定論は，ほとんど支持されておらず，非決定論お
よび決定論がそれぞれ修正された形で主張されて
いる．非決定論を修正した見解である相対的非決
定論は，人間の意思が因果法則から完全に独立し
ていることは否定し，素質・環境等の意思決定へ
の影響を認めつつも，それらを基礎に意味または
価値に従って意思決定をする能力をもつとする．
それゆえ，あくまでも意思自由の存在を前提とし
ており，そこに責任の基礎づけを求める以上，意
思自由に存在の証明に関する問題は未だ解決でき
ていないことになる．それに対して，決定論から
のアプローチを修正した「やわらかな決定論」に
よれば，人間の意思もまた法則に従うものであり，
その意味で決定されているが，そのことは人間の
意思が自由であることとは矛盾しないとされる25）．
すなわち，自由であるのか否かは，決定されてい
るのか，決定されていないのか，の問題ではなく，
何によって決定されているのか，の問題であると
する．そして，刑罰は人間の意思の法則性を利用
して将来行為者および一般人が同じような事態の
もとで犯罪を行わないようにするための条件づけ
であり，刑法の場合には，社会的な非難によって
決定されうることが自由であるとする．
　現在の通説的理解は，素質・環境による影響を
どの程度考慮すべきかについて，それぞれの論者
に差はあるものの，意思自由を前提とする相対的
非決定論と言えるだろう．したがって，意思自由
の証明可能性が問われることになるが，それにつ
いて，意思自由は「フィクション」として，また
は一般に承認されている社会的事実であるとして，
説明されている．しかしながら，存在が立証され
ていない，または「フィクション」としての自由
を責任の基礎づけの根拠として，すなわち刑罰の
基礎付けとして，用いることの是非が問われ，こ
れに対する説得力ある回答は現在でも見受けられ
ないように思われる．また，意思自由の存否以外
にも，行為時点における意思自由の個別的確認可
能性についても疑問が呈されており，それは責任
能力・制御能力との関連においては，行為時の被
告人の精神状態を把握することが可能なのか，と
いう側面において，可知論・不可知論の対立とし
ても現れている．ただし，判例・実務において，
実際に行為時点の被告人の精神状態を検討するこ
とによって（その正確性はともかく），実際に責任
能力判断は行われており，実務の運用は可知論に
基づいて行われていると言えるだろう26）．
　以上のような伝統的な議論に対して，近年では
神経生物学・脳科学の知見を用いて，意思自由の
存在について疑問が呈されている．Rothは，意思
自由を「幻想」だとし，「人間は自身の意思に応じ
て行為を遂行する限りにおいて自由を知覚する．
しかし現実には意識的な行為は情緒的な経験記憶
によって統制され，行為へのこの影響は意識的に
制御できないものである」とする27）．Roth のこの
見解は，1983年に発表されたLibetの実験，および
それを発展させた Haggard と Eimer の実験に基づ
くとされている．その実験は，行為の決定以前に
指の運動が筋電図により確認されたため，脳は「な
んらかの決定が行われたとの主観的認識が生じる
前に，決定，運動，または少なくとも運動の準備
を開始する」という結論を導いている28）．ただし，
この実験には，神経科学内部から実験方法に対す
る批判が数多く存在し29），刑法学からも方法論や
刑法上の責任との関連性に対する批判も存在する．
また，自然科学とは異なり，社会制度の一つであ
る刑法の文脈において，意思自由を否定する論拠
として，この所見を用いることができるまでに確
実性が担保されたものなのか自体，未だ疑問が生
じ得る状況にある．他方で，脳科学の知見が未だ
発展途上であること，自然科学的に観察した自由
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が，刑法という社会制度の一つでの文脈における
自由と同義である必然性がないことを理由として
神経生物学的知見に基づく主張に重要性を認めず，
意思自由を前提としそれに基づいた責任論を構成
することの正当性について説得力のある根拠もま
た存在していない30）．さらに近年では，決定論と
意思自由は矛盾しないとする，両立可能性説31）も
有力になってきており，今後の議論状況によって
は責任論が根底から変化する可能性も存在する．
同説が個別の責任要素にどのような影響を与える
のか，未だ検討がなされていないようではあるが，
今後の展開に注意が必要である．
②「精神の障害」について（医学的疾病概念から
法的疾病概念）
　39条の適用段階では，第一に，行為者の精神状
態が「精神の障害」に該当するのかが問われる．
この要件に該当しない場合には，なんらかの異常
な精神状態が弁識能力や制御能力に影響を与えて
いる場合であっても，39条による免責または減軽
の検討対象にはならない32）．前述の通り，本稿で
検討する反社会性パーソナリティー障害が「精神
の障害」に該当するのかについて争いがあるた
め33），以下では「精神の障害」の定義の内容を確
認する．
　「精神の障害」の内容について，法律には明確に
定義されておらず，「開かれた」ままにされてきた
との指摘がある通り34），「精神の障害」の射程は明
らかにされていない．我が国の刑法39条は，列挙
主義を採用するドイツ刑法20条とは異なり，生物
学的要素を具体的に示していない．刑法改正の議
論の際には，精神疾患の列挙が検討されたが，疾
病の網羅的把握が困難であること，将来的な精神
医学の発達を考慮すれば精神疾患を固定化するこ
とは妥当ではないことを理由に，具体的な記述は
避けられたとされている．
　かつての学説の中には，特定の精神障害の診断
を責任能力判断に直結させる慣例（Konvention）
を主張するものもあった．この見解によれば，大
精神病の場合には，原則として心理学的要素の分
析なしで責任無能力が採用されるべきだとされ，
心理学的要素の分析が必要とされるのは，発病期
で症状が軽度な場合または寛解期などの場合であ
るとされる35）．旧刑法78条は「罪ヲ犯ス時知覚精
神ノ喪失ニ因テ是非ヲ弁別セサル者ハ其罪ヲ論セ
ス」と規定しており，小野によれば36），「心神喪
失」につながるこの「知覚精神ノ喪失」はフラン
ス語の「aliénation mentale」に由来しており，こ
の言葉はフランスの精神医学者 Pinel が用いてい
た言葉であり，本来は生物学的な概念であるとさ
れる37）．それゆえ，従来では，先に述べたような，
大精神病の場合には原則として責任無能力を認め
る見解にも理由があり，また実務においても，認
定の困難性を理由に，そのような運用がなされて
いた時期もあったとされる．しかしながら，ドイ
ツ刑法が「重度のその他の精神的偏倚」を採用し
たことに基づく生物学的要素の拡張の影響や，法
的な責任能力概念が医学的な概念との必然的な関
連性を有しているわけではないことを理由に，医
学的な概念に固執する根拠は見出されなかった．
ただし，責任能力を刑罰か治療（処分）かの分水
嶺と理解する場合には，医学的適応性が重要とな
り，医学的疾病概念の有用性は失われないであろ
う．
　しかし，我が国においては保安（または治療）
処分が採用されていないこと，および責任能力を
精神障害者に対する恩恵的な制度と理解すること
は，一般的には支持されていないことからすれば，
法的非難の視点から弁識能力・制御能力を理解す
る見方が妥当であるとされ，実際に，現在では法
的疾病概念が広く支持されている．また，判例は
統合失調症や双極性障害等の大精神病だけを「精
神の障害」に含んでいるわけではなく，酩酊38）や
浅眠状態下での行為39）の場合にも39条の適用を肯
定しており，さらに「ある『精神の障害』につい
て責任能力（認識・制御能力）を喪失させるない
し著しく減少させる可能性があり，そのことに合
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理性もある場合，それを検討対象から除外するこ
とには，問題があるといえよう」40）との指摘がある
通り，「精神の障害」は学説上も実務上も医学的疾
病概念よりも広く理解されている．したがって，
現在では「精神の障害」は，「認識・制御能力に影
響を与えうるような精神症状あるいは精神状態
像」41）と理解されており，そのような広範な理解か
らすれば，衝動性・刺激への抵抗力の低下が特徴
であり，犯罪遂行への抵抗が減退し，制御能力の
低下が問題となり得るパーソナリティー障害だけ
を，「精神の障害」から除外するための，説得力あ
る根拠を見出すことはできないであろう42）．また
日本の責任能力制度の基礎となっているドイツに
おいて従来から精神病質が「重度のその他の精神
的偏倚」として把握され得ることが認められてい
ることにも注意が必要であるだろう43）．
　以上のように，「精神の障害」を理解する場合に
は，弁識能力および制御能力の理解が，「精神の障
害」の範囲に影響を与えることになる．したがっ
て，「精神の障害」の射程を把握する段階ですでに
弁識能力および制御能力について，その内容・定
義を明確にする必要性がでてくる．一方で両要件
ともに，未だ明確な定義が確立しておらず，検討
が必要であるだろう（弁識能力については本稿で
は扱わないが，例えば，弁識能力と違法性の意識
（の可能性）をパラレルに考えるとしても，違法性
の意識を欠いた場合の免責には相当性が要求され
ており両概念は異なったものではないかとの指摘
もある一方で44），両者が異なると考える場合に，
弁識能力がどのように定義されることになるのか
を正面から示す見解は未だ見受けられない）．
③制御能力
　確立した判例の定義によれば，制御能力は「（弁
識にしたがって）行動を制御する能力」とされて
いる．制御能力（責任能力）を責任段階に位置づ
ける見解からすれば，制御能力は，構成要件段階
で問題となる行為能力とは異なるものである45）．
　従来からの責任能力論は，弁識能力を重視して
きたとされ，さらに判例は弁識能力と制御能力を
区別せずに責任能力判断を行っているともされ
る46）．確かに，統合失調症に基づく妄想が介在し
ていた場合などでは弁識能力と制御能力の厳密な
区別が不可能であること，責任能力の欠如が明ら
かな場合にはあえて区別する必要がないことから
すれば，この見解には理由があるだろう47）．しか
しながら，反社会性パーソナリティー障害や多く
の欲動障害は，弁識能力を問題なく有している事
例がほとんどであり，その限りで制御能力に限っ
た評価が行われることになる．したがって，各判
断基準の中で，弁識能力に関連する判断基準を用
いることは妥当ではなく，制御能力に関連する判
断基準の選択が必要になると考えられる．
　一方で，そもそも「行動を制御する能力」とい
う制御能力は，その内容・意義に関して解釈が不
要なほどに自明なものと言えるのであろうか48）（ま
たは各論者の中で理解に一致が存在していると言
えるのであろうか）．我が国の責任能力論に大きな
影響を与えてきたドイツでは，刑法20条の「行動
を制御する能力」について，基本書レベルにおい
ても解説が加えられており，各論者によって定義
がある程度異なっている．一方，我が国において
は「行動を制御する能力」についての解説は十分
に存在すると言える現状ではないように思われ，
特に，判例では「行動制御能力」など，大審院判
例の定義をそのまま用いている．
　学説および裁判例の検討に先立ち，私見を述べ
れば，このように具体的な内容が同定されていな
い制御能力という要件を判断しなければならない
状況があることが，従来からの制御能力の認定の
困難性の大きな原因ではないであろうか．単に，
制御能力が主観的性質であること以上に，その定
義の不明確性を理由に，関連する事実の選択，お
よび判断基準の選択が統一的に行い得ない状況が
うまれているように思える．したがって，制御能
力の定義を明らかにすることで，制御能力と基準
との関連性が検討可能になり，従来からの責任能
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力判断の基準の中でも制御能能力判断にとって重
要なもの，さらに新たに必要となるものを指し示
す視点が明らかになると考える．以下では，制御
能力に関するわが国の見解を紹介していく．
　③－⑴ 制御主体・制御可能性論
　我が国の学説は，制御能力について必ずしも十
分に検討していない現状ではあるが，安田による
検討は存在している．安田は，ドイツでは制御能
力を正常な行為者のもつ制動力の問題としてのみ
ならず，行為者の抑制力と犯罪実行へ駆り立てる
衝動との力関係の問題としても規定していると
し49），制御能力を二つの側面から検討している50）．
その一つ目の側面は，行為者の内部的基本態度全
体あるいはその人格が変更されたのか，であり，
もう一つの側面は行為者が残された抑制力を動員
してその衝動に十分抗し得たのか，であるとする．
安田はこれを前者がブレーキの故障の問題であり，
後者がブレーキが効き得たのかの問題であると比
喩的に表現している．そして病気により人格全体
が核心から冒されている場合，すなわち制御主体
が毀損されている場合には，行為者に正常な意思
力が全く存在しないことになり，その意思力をす
べて動員すれば犯罪衝動を抑圧できたのかを問題
とすることは意味がないばかりか，そもそも不可
能であるとする．したがって制御主体が完全に損
なわれている場合には直ちに制御無能力が導かれ
るとする51）．次に制御主体が完全に損なわれてい
ない場合に，その主体に残されていた抑制力によ
って衝動を抑えることができたのかが問題とされ
る，とする．制御可能性は主体に残された意思力
と犯罪衝動との力関係として理解されることにな
り52），このような制御可能性は，まさに期待可能
性の判断そのものであり，少なくとも裁判上は認
定することはできないものであるとされる53）．そ
してその判断を可能にするためには規範化が必要
であるとされ，期待可能性の判断方法を制御能力
の判断に取り込み国家標準説による判断と同様な
枠組みによるとされている．なお安田は精神の障
害が，いわば宿命的なものであるのか，自ら招い
たものであるのかによって制御能力判断の際の規
範的要求の大きさが異なることを否定していない．
　安田の見解は，主体の毀損という側面と，衝動
の抵抗力の有無という，二つの側面があることを
指摘した点に特徴があるだろう．実際に，統合失
調症の場合には（特に急性期の場合に）人格構造
そのものが毀損されていると評価できる場合が多
く，その際には，そもそも抵抗力を発揮できない
ことが想定され得るため，二つの側面からの検討
方法は制御能力検討のために，分析的視野を提供
するものであり，実務における判断・認定のため
の一定の方向性を示すことができると言えるだろ
う．
　しかしながら，重度のパーソナリティー障害や
摂食障害に基づく窃盗癖の場合に，主体の毀損な
のか，あくまで制御可能性の問題なのか，判断可
能なのであろうか．また制御可能性の際の期待可
能性論における国家標準説の判断枠組みの転用に
よって適切な判断が可能となるのであろうか．確
かに実際の判断のために規範化は避けられず，国
家標準説の枠組みを用いること自体に疑義はない
が，国家標準説の場合にも行為者の主体・性質を
どこまで取り入れるのかが問題となり得るのでは
ないであろうか．以上いくつかの疑問を示したも
のの安田の分析は非常に示唆に富むものであり，
今後の検討の足がかりとなるであろう．
　③－⑵ いわゆる制御能力不要論について
　責任能力についての通説的理解は，判断の困難
性等の問題が認識されてきたものの，あくまで制
御能力を求める見解を支持してきた．一方で，か
つてから英米の法制度をもとに「制御能力」が不
要だとする見解が，墨谷を代表に主張されてきた．
近年でも，（アプローチは異なるが）樋口が制御能
力を必要としないアメリカの理性基準が，実務の
判断方法に親和的であることを主張している54）．
　墨谷は，制御能力を必要としない英米のマクノ
ートン・ルール55）を参考に責任能力判断を構成し
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ようとする．その理由としてあげられているのは，
制御能力の厳格な運用が危険な精神病質者の責任
排斥につながり，刑事政策的に不適切な結論に至
り得ること，および制御能力の判断が困難である
ことがあげられている．
　もちろん，結論の妥当性の軽視は許されないが，
このような理由づけは，制御能力要件の廃止の動
機にはなり得ても，直接的な根拠づけとなり得な
いように思われる．判断の困難性についても，単
に認定が困難であることから，要件が不要となる
とは，考え得ないであろう．また，マクノートン・
ルール自体も，「抗拒不能な衝動」による場合にも
犯罪の成立を肯定することになり，その妥当性が
批判されている．
　他方で，近年でも樋口が制御能力要件の不要性
を主張しており，アメリカの法哲学の見解を背景
としつつ，理性基準を主張し，従来からの実務で
の運用をもとに岡田医師が示した「 8 ステップと
7 つの着眼点」と親和的であることを指摘してい
る56）．樋口によれば，理性的な人間と非理性的な
人間を二分し，理性の存否を問うアメリカの議論
は，刑法を適用すべき人格と，適用できない精神
障害を二分するという，司法研究の定式にマッチ
するとされる．この見解は，人間の相互理解・相
互交流という観点に基づくものとされ，その際に
は幻覚・妄想による現実から乖離した認識が，犯
罪性や刑罰を受けることに関連する事柄の認識を
失わせているのかを問題とすべきことになるとし
ている．さらに「『刑法を遵守して犯罪を思いとど
まる能力』という意味での行動制御能力は不要で
ある」とされ，反社会性パーソナリティー障害や
クレプトマニアの場合にも衝動に抵抗できないと
いう精神状態は責任能力判断に全く影響を与えず，
さらに量刑判断における行為責任が減少すること
もない，とする57）．
　確かに，制御能力を責任能力から排除すること
により意思自由の問題，および従来から問題とさ
れてきた制御能力の認定の困難性を回避すること
が可能となり，実践的な判断の容易性が実現でき
るであろう．さらに，制御能力が問題となる各障
害についても責任能力が肯定され，政策的な問題
点も回避できるとも考えられる．しかしながら，
それらが制御能力を排した実践的な基準であると
しても，結果的に導かれる責任の定義が明確なも
のとなり得るのか，検討の余地が生じるであろう．
そもそも，司法研究において示された基準および
岡田医師の示した基準は，現在までの実務の運用
から導かれたものであり，あくまで補助的なもの
に過ぎない．さらに，従来の検討対象は，主とし
て弁識能力が中心的なものであったため，制御能
力との関連でも基準自体の妥当性が問われるべき
なのではないであろうか．理論的な側面において
も，制御能力は意思自由との問題と関連しており，
さらに，それが責任非難の本質である他行為可能
性と関連している以上は，制御能力の排斥は責任
能力論の内部だけの変化では止まらず，責任の定
義にも影響を与え得るように思える．
　また，マクノートン・ルールに対して，「抗拒不
能な衝動」による行為の場合にも責任能力が肯定
されることへの異議が出されたことは周知の通り
である58）．現在一般的な責任論によって導かれる
責任主義が，厳格な解釈によって不都合な帰結を
導き得ることは否定しがたいが，他方で（少なく
とも理論的な側面において）刑罰の限定の明確な
基準を提供してきたことも否定できないように思
える．制御能力の廃止を主張する見解から導かれ
る責任論が，どのような責任構想に至るのかは未
だ明らかではないが，過度の刑罰の拡大につなが
り得るならば，その妥当性について，慎重な検討
が必要となるであろう．またパーソナリティー障
害を有する行為者による重大犯罪や，その累犯事
例はともかく，軽微な万引きを繰り返すクレプト
マニアの場合に，一律に責任能力を肯定し，刑罰
を科すことが政策的に妥当な結論に至るのかにつ
いても疑問が生じ得るであろう59）．
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Ⅲ 我が国における反社会性パーソナリティー障
害の取り扱いについて
　（反社会性パーソナリティー障害を有する）犯罪
者に対しては，①精神病質ないし重い人格障害を
要件に特別な施設収容を定めるもの，②常習性・
累犯性に着目し，加重した刑または不定期刑を科
すもの，③責任能力の減退を認め，刑を減軽しま
たは保安処分を代替させるものという三つのアプ
ローチがあるとされる60）．しかしながら，立法論
としてはともかく，英米やドイツの制度と異なり，
刑罰のみを採用している我が国の刑事司法制度に
おいては，もっぱら責任能力での評価と量刑にお
ける評価が問題となる61）．
　かつてから，反社会性パーソナリティー障害は，
精神の障害に該当しないとする見解と弁識能力・
制御能力に影響を与えている限り，責任阻却・減
軽を認めるべきとする見解62）があった．また後者
の見解に立つ場合でも，重度のケースを除き，反
社会性パーソナリティー障害は類型的に制御能力
の減退が「著しい」程度に達しないとして，責任
能力の影響を否定する見解にも至り得る．従来で
は，精神病質概念の存在自体に，疑義が示す見解
も存在していたが，現在の『精神の障害』概念が
医学的疾病概念ではなく法的疾病概念であり，衝
動性が心理学的要素に影響を与え得ること，また
DSM や ICD においてパーソナリティー障害が列
挙されていることからすれば，「精神病質」概念自
体の否定は，責任能力判断に何ら影響を与えない
であろう63）．「精神の障害」に該当しないとする見
解は，上述の通り，「精神の障害」の概念の拡大を
背景に，現在では妥当性を欠くであろう（少なく
とも，なぜ「精神病質」だけが精神の障害から排
除されるのか，説明が必要であろう）．また，「精
神の障害」に予防的考慮を介在させるとしても，
刑罰の軽減の方向での考慮はともかく，基礎づけ
または加重方向へ作用させることは，現在の通説
が前提とする期待可能性をベースとする責任論と
の調和は困難であり，責任主義の視点から問題と
なる．
1 ．我が国の判例・裁判例
　反社会性パーソナリティー障害が関連するケー
スについて，我が国の判例・実務は「精神病質者
の責任能力について，多くの場合に完全責任能力
であることを認めるが，精神病質も責任能力の減
免に影響する生物学的要素に含まれるとし，事案
の個別的・具体的検討によって限定責任能力を認
め得るときもある」という考え方に立つとされて
いる64）．また，精神病質の場合には，原則として
責任能力が認められている65）ともされ，裁判例の
一定の傾向が確認されているようでもある．しか
しながら，パーソナリティー障害が責任能力との
関連で問題となった多くの事例は，他の症状・精
神疾患が併発している事例がほとんどであり，裁
判例の多くは，いずれの疾患の，いずれの症状が，
弁識能力・制御能力にどのような影響を与えたの
かを明示しておらず，その評価は慎重になるべき
であろう66）．少なくとも，鑑定人の間でパーソナ
リティー障害の存否について争いがあり，裁判所
の認定がパーソナリティー障害とは別の診断を採
用した事例をもちいて，反社会性パーソナリティ
ー障害に関する判例の態度とするのは問題がある
ように思える67）．
　判例は，責任能力の検討に際し，症状毎の基準
を設けているわけではないため，以下では，一般
的な責任能力の判断基準に関する判例を確認した
のちに，パーソナリティー障害が問題となった判
例をそれぞれ検討する．
⑴ 責任能力判断に関する判例
　最高裁昭和59年 7 月 3 日決定（刑集38巻 8 号
2783号）は，「被告人の精神状態が刑法39条にいう
心神喪失または心神耗弱に該当するかどうかは法
律判断であるから専ら裁判所の判断に委ねられて
いる」，「被告人が犯行当時精神分裂病に罹患して
いたからといって，そのことだけで直ちに被告人
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が心神喪失の状態にあったとされるものではなく，
その責任能力の有無・程度は，被告人の犯行当時
の病状，犯行前の生活状況，犯行の動機・態度等
を総合して判断すべきである」と判示した．この
判例は，責任能力判断が生物学的方法によって判
断されることを否定し，混合的方法によることを
示したものとされ，ほぼ異論はないと評価されて
いる．
　混合的方法は生物学的要素と心理学的要素によ
って判断されるが，生物学的要素，すなわち「精
神の障害」概念の拡大は上記において示した通り
であり，現在の生物学的要素は法的安定性に資す
ることが指摘されるのみで積極的な意義を有して
いるとは言えない．
　現在の判例は，具体的内容はともかく，責任能
力の定義を確立しており，近年では鑑定人と裁判
所の関係について徐々に立場を明らかにしつつあ
る68）．また責任能力の判断方法については総合考
慮によることを明らかにしているが，一方で，ど
のような事情をどのように評価するのかについて
は未だ不明確な点が多いように思われる．
　従来から，責任能力判断の際に用いられている
（補助的）基準として，下記のようなもの69）が用い
られている．
　その一つとして，「動機の了解可能性」がある70）．
判例・裁判例は，精神の障害の存在が確認される
場合にも「動機の了解可能性」があることを理由
に責任能力を肯定することが多いとされる71）．そ
の他にも，しばしば見受けられる基準として，「人
格の同一性」の基準がある．この基準は，裁判員
裁判の導入に向けた平成19年度司法研究に基づく
ものであり，そこでは責任能力を実務から抽出さ
れた「精神の障害のためにその犯罪を犯したのか，
もともとの人格に基づく判断によって犯したのか」
という観点からの考察が提案されている72）．実際
にも近時の判例では，人格の同一性が一つの評価
軸として用いられている．この基準ないし視点は，
人間が自由であるのかどうかは何によって決定さ
れるかによる，とする柔らかな決定論に親和的で
あるとされ，「われわれの非難や賞賛は，行為が決
定されていたのかどうか，他行為可能性があった
のかどうかと，直結していない…」とされ，これ
を基礎に置く説明（両立可能論）のほうが裁判員
にとっては腑に落ちる説明である可能性が指摘さ
れている73）．
　さらに，岡田医師によって責任能力判断の 8 ス
テップと 7 つの着眼点が示された74）．それは A 動
機の了解可能性／不可能性，B 犯行の計画性／突
発性／偶発性／衝動性，C 行為の意味・性質，反
道徳性，違法性の認識，D 精神障害による免責可
能性の認識，E 元来ないし平素の人格に対する犯
行の異常性・親和性，F 犯行の一貫性・合目的性
／非一貫性・非合目的性，G 犯行後の自己防御・
危険回避行動によって構成されている．これらの
基準は実務的な経験をもとに形成されたものであ
り，責任能力判断の指針となり得るものであるが，
岡田医師自身が注意を促すように，「各項目の重要
度は同等ではなく，その比重は異なること」，「ど
れか 1 つの項目に該当したから，何項目あてはま
るからというようなことで刑事責任能力を判断す
るようなものではない」75）という点に注意が必要で
ある．
⑵ 反社会性パーソナリティー障害に関する判
例
　パーソナリティー障害に関する判例の評価は，
「精神病質については，判例は，大部分は完全な責
任能力を認め，心神喪失を認めない傾向にある」76）
とされている77）．すなわち，重度のパーソナリテ
ィー障害の場合には心神耗弱が認められる可能性
があるという理解が基礎にあると思われるが，実
際には，パーソナリティー障害のみで責任能力へ
の影響を認めた事例はほとんど見受けられない．
他方で，他の障害との併発事例については，責任
能力への影響を肯定した事例が散見される．パー
ソナリティー障害との併発症状の場合には，責任
能力への影響を認め得るとするのが一般的な理解
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であるように思えるが，併発症状は，多様である
ことから，具体的な傾向を看取することは困難で
あり，各症状の影響を慎重に検討していかなけれ
ば，パーソナリティー障害に対する裁判例の態度
を読み誤る危険があるように思える．以上の点に
注意しつつ，以下では裁判例を概観していく78）．
　近年の裁判例では，反社会性パーソナリティー
障害に関して，責任無能力・限定責任能力を認め
たものはほとんど見受けられないが，比較的古い
判例のなかには心神耗弱を認めた事例も存在して
いる．
　大阪高裁昭和27年 5 月15日判決（高刑集 5 巻 5
号812頁）【①】は，強姦事件の被告人に対して，
原審は長山鑑定および証言により被告人の完全責
任能力を肯定したが，控訴審である本判決におい
て心神耗弱が認められた事例である．同鑑定によ
れば被告人には軽度精神薄弱および精神病質
（人），特に性的精神病質（人）が認められる．ま
た，被告人は性的刺激に対して強い性的衝動が起
こり，性欲充足の目的で計画的に犯行を行ったと
されるが，しかし被告人は犯行過程において次第
に情動が激しくなりそのため強姦の行為中はいわ
ゆる夢中（軽度の意識混濁状態）となり自己の行
為に対する是非善悪の弁識が著しく困難であった
とされていた．さらに，被害者を空き家に連れ込
んだ時点では，すでに性的興奮状態にあった為に
行為に対する抑制力はほとんど欠けていたとされ
た．これについて大阪高裁は「軽度ながら精神薄
弱を伴う性的精神病質人であつて容易に感情が興
奮し往々意識の障碍を続発する者が，性的刺戟を
受けた場合，性的衝動が起りこれを抑制すること
が著しく困難となり姦淫行為に入り軽度の意識溷
濁状態に陥るものと認めることは決して不自然で
はない…それは完全な責任能力者ではなくて，ま
さに心神耗弱者である…」としている．さらに「行
為が計画的に発足したという外形にこだわつて右
の結論を左右することは妥当ではない」としてい
る．また鑑定によれば，被告人は精神薄弱，癲癇，
性欲異常であり交接準備行為の時点まで責任行為
を甚だとり難い状況であり，交接行為時には夢幻
朦朧状態なる性的異常興奮状態であって責任行為
を全くとりえない状態であったとしている．裁判
所は「先行行為を含めた姦淫行為の全過程につい
て法律評価をする場合には，すでに交接行動を決
意しそれに向かつて行動を進めるに当たつて前掲
精神状態であつたならば全体として心神耗弱の行
為と解するに妨げとなるものではない．」としてい
る．
　本件は（性的）精神病質および精神薄弱に関連
した情動に基づく意識障害が問題となっている79）．
長山鑑定は弁識能力についても触れているが裁判
所の認定では「抑制することが著しく困難」とし
ていることから制御能力との関連で論じられてい
ると理解すべきであるだろう．また本件は姦淫時
に責任無能力状態にあった可能性があるものの先
行行為を含めた全過程の評価することにより心神
耗弱を肯定している点に特徴があり，いわゆる実
行行為開始後の責任能力の低下についての一例で
もある80）．
　富山地方裁判所昭和33年 3 月19日判決（第一審
刑集 1 巻 3 号386頁）【②】は，被告人が窃盗の発
覚を逃れるために納屋の所有者に暴行を加えさら
に居合わせた同人の母を脅迫し金銭を要求した事
例である．鑑定は，被告人が分裂性・爆発性複合
型精神病質者であり，犯行は感動反応（爆発的攻
撃行動）であるとした．同鑑定によれば，被告人
の刺激は，特定の程度を超えると極大の反応を起
こすという神経学上の悉無律を適用すべき程度に
高度の興奮を伴うとした．裁判所は異常性の存在
は認めたものの，「被告人の興奮の程度は，鑑定人
の所見において認定されている程高くなかつた」
として心神喪失を否定し，しかしながら，「本件犯
行は，被告人の異常性格に基づく異常行動であり，
その異常の程度は，被告人の判断力と感情抑制力
を喪失させる程度に至らないにしても，これ等を
著しく減弱させるものであつたことは，前記鑑定
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人の心理分析の通りであつた．（特に，本件犯行を
全般的に見るとその法的効果の重大さにも拘らず，
…軽微な経済的及び身体的被害を惹起したにすぎ
ないのであつて，行為当時の諸般の外部的事情を
も参酌して考慮すれば，本件行為の全般的な法的
効果を認識する被告人の能力は，当時著しく減弱
していたことは明である．）」とし，心神耗弱を認
めた．
　他方で，完全責任能力を認めた事例としては大
阪地裁昭和44年10月 4 日判決（判タ244号297頁）
【③】がある．本件は，復縁を拒絶した女性の一家
（計 3 名）を殺害した事例であり，別事件において
裁判所により命じられた鑑定によれば，被告人は
精神変質（精神病質，異常性格）と診断されてい
た81）．裁判所の認定によれば「被告人はヒステリ
ー性，類癇癪性の性格異常を兼ねて有しており，
…遺伝的素質的なものの上に…社会的心理的に極
めて不良な環境に育てられたもとによつて後天的
に造成されたものであつて，被告人はかつて精神
分裂病等の常況にあつたものではなく，病的性格
の常況にあつたとしても，意識障害はなかつた」
とし「被告人の綿密性，徹底性は被告人の病的性
格に基因するものであることは前説示のとおりで
あるから，この性格が本件犯行に影響を与えたこ
とは否みえないとしても，その故に被告人が本件
犯行に際し是非弁別能力を欠き，かつ行動能力に
著しい障碍があつたとは認められ」ないとして完
全責任能力を認めた．また量刑理由において「社
会的心理的に極めて不良な環境により性格異常を
形成したが 2 回に渡る矯正教育を受けながらもこ
れを受け入れることなく，反社会的行為を積み重
ね，現在の性格異常を形成したものであつて被告
人自身その性格形成についての責任の大半を負わ
なければならない」としており，「被告人に有利な
情状を考慮しても極刑に値いする」としている．
　近年の裁判例の中で，心神耗弱を肯定したもの
として，東京地裁八王子支部平成 8 年 9 月11日
（判時1594号156頁）【④】がある．
　本件被告人には幼少期から突然首や手を動かす
チック症状および自傷行為や拒食等が観察された．
その後，医療機関においてチック症およびジル・
ド・ラ・トレット症候群と診断され，治療を行っ
ていたが顕著な改善はみられなかった．被告人の
面倒を見ていた母親が長期入院をしたことを期に
症状が悪化し，自らの意思に反して頭を壁に打ち
付けたり，物を壊したり，汚言を発するようにな
り，それを契機として興奮や衝動性が認められた．
本件犯行の直接の原因となったのは，チック症状
の出現を原因とした興奮状態のところ，父親の嘘
から同人に対し疑念をもち，すぐに帰宅しなけれ
ば放火する旨の脅迫を行ったが，帰宅しなかった
ことから放火を決意したというものである．
　工藤鑑定によれば，被告人はトレット症候群の
病態にあるが，直接的に本件犯行にかかわってお
らず，依存，攻撃を主徴とし自主性，社会性に乏
しい性格障害を有し，これがトレット症候群と相
互に関連し，助長し合っているとされた．さらに
被告人は母親との分離により不安な状態にあり，
父親が医師と入院の相談をしていたと邪推して，
逼迫した状況に追い込まれ本件犯行に至ったとさ
れる．また被告人は自己の行動について判断能力
や行動制御能力がかなり劣っていたものの，意識，
記憶がはっきりしていること，動機も了解可能で
あること，比較的複雑な行動が概ね秩序だってな
されていること，逃走準備等かなり合目的性のあ
る行動もとっていること等から，ほぼ完全に責任
能力があったとしている．逸見鑑定も，トレット
症候群の本件犯行との直接的関連性は否定される
とする一方で，同症候群が器質的障害であり，か
なり重篤なものであることからすれば人格障害を
強調する必要はないとする．さらに犯行の動機が
了解でき，病的体験の支配下にあったものではな
い一方で母親との隔離および精神病院への強制入
院の恐怖を回避しようとしてパニック障害をおこ
し，衝動的に犯行を遂行したとしている．そして
被告人は判断能力をほぼ維持していたが，自己の
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行動を制御する能力がなくなった状態にあり，そ
の程度は普通の人と比べれば相当なものであり著
しく減退していたと言わざるを得ないが，強度の
精神分裂病の場合と同じ意味でのゼロであったと
は言えないとする．
　裁判所は，被告人のチック症状は重篤であるが，
「トレット症候群それ自体は精神的疾患ではなく，
それが直ちに責任能力に影響を及ぼすものではな
い」とする一方で，被告人は幼小時から病弱であ
り，その後の重篤なトレット症候群により学習障
害が生じ，さらに両親との関係，母親への依存な
どにより，未発達の状態となっているとする．さ
らに，被告人に，犯行ないしその前後の行動や記
憶等に不自然な点がみられないことが否定できな
いとし，鑑定人の所見，情動時の脅迫から犯行ま
での時間からすれば心神喪失の状態になかったこ
とは明らかであるとする．しかしながら「…性格
（情緒）面が著しく未発達で自己の行動を制御する
能力が非常に弱く，また強迫的傾向がある上…必
要な服薬等を殆どしていなかったこと等を考慮す
ると，…母親との分離…父親に対する裏切られた
との邪推によるBf病院入院への恐怖感から，極度
の不安，興奮状態に陥り，是非善悪の判断に従っ
て行動する能力が著しく減弱する状態で本件犯行
に及んだのではないかとの合理的疑いを否定する
ことはできない」としている．
　本件は稀有な難病であるトレット症候群に加え，
パーソナリティー障害が観察された事例である．
裁判所の認定が，人格の未発達の原因を特定せず
に，制御能力の著しい減退を消極的に認定してい
る点に特徴があると言えるだろう（原因を特定せ
ずに心理学的要素を検討していることからすれば，
パーソナリティー障害が精神の障害に該当するこ
とは否定していないように思える）．さらに鑑定人
の評価は完全責任能力と限定責任能力にわかれて
いるが，それらは著しい減退の有無の判断をいか
にしているのか明確ではない82）．
　他方で，近年の裁判例で完全責任能力を認めた
ものとして以下のものがある．
　一つ目は，大阪地裁平成15年 8 月28日判決（判
時1837号13頁）（附属池田小事件）【⑤】である．
　本件は暴行・傷害・強姦等の前科を有し，さら
に傷害事件に起因する措置入院歴を有する被告人
が大阪教育大学教育学部附属池田小学校に侵入
し，児童および教員23名を死傷させた事件である．
捜査段階における鑑定によれば，「被告人は，青年
期まで非社会性行為障害であったと推定され，成
人後は，妄想性人格障害，非社会性人格障害及び
情緒不安定性人格障害（衝動型）を呈している…
持続的な葛藤状態を生じ…神経症（強迫，抑うつ，
焦燥など）も呈してきたが…犯行の直前ころ，一
時的に抑うつ気分が表面化したものの，本件犯行
数日前には上記のような複合的人格障害が凝縮し，
他罰的かつ攻撃的心性が支配的となった．…」と
されている．公判段階におこなわれた鑑定（林・
岡田83）鑑定）によれば「被告人には…特異な心理
的発達障害があったと考えられ，この延長上に青
年期以降の人格がある…被告人には，人格障害が
あり，その核心は，…情勢欠如である．空想癖や
虚言癖があり，共感性がなく，自己中心性，攻撃
性，衝動性が顕著である．…本件犯行当時，被告
人には，穿鑿癖・強迫思考を基盤とした妄想反応
である嫉妬妄想が存在していた…が…犯行当時の
被告人の精神状態は…意識障害もなく，精神病性
の精神症状もまったくなかった．…穿鑿癖・強迫
思考，視線や音への過敏さ，嫉妬妄想は，本件犯
行へ直接的な影響を与えてはいない…本件犯行に
踏み切らせた決定的なものは，情勢欠如であり，
著しい自己中心性，攻撃性，衝動性である．…」
とされている．
　裁判所はこれらの鑑定の信用性を認め，「被告人
が特異な人格を有するとの判断及び…精神疾患に
罹患していなかったとの結論において一致してい
る」とし，人格の非常に大きな偏りを認めつつ，
精神疾患が存在しないことを基礎に判断している．
そして，人格の偏りについて「被告人は，妄想性，
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非社会性及び情緒不安定性（衝動型）の複合的人
格障害ないしは…情勢欠如を中核とする人格障害
者であって…人格障害の程度は非常に大きい…が，
その人格障害は…精神疾患とはいい難く，…この
ような人格の偏りがなんらかの疾患を原因とする
ものではない…被告人に認められる人格傾向の著
しい偏りそれ自体は，責任能力に直ちに影響を及
ぼすものではない」としている．
　この点に関する裁判所の判断は，複合的パーソ
ナリティー障害等が精神疾患でないことを強調し
ているが，これが「精神の障害」に影響しないと
いう意味なのか，「責任能力に直ちに影響を及ぼす
ものではない」とすることからコンベンション的
な判断を行わない旨を言っているのに過ぎないの
かは明らかではない．しかしながら後半部分で「被
告人の人格傾向の偏りが責任能力に影響を及ぼす
ものではない」としていることから，「精神の障
害」要件の該当性を否定しているように思える．
さらに鑑定では制御能力を「弁識に従って行為す
る能力」として，それに基づいた判断が行なわれ
ているが，この理解は一般的なものと言えるだろ
うか．加えて，「相当に低下していた」ともされて
いるが，限定責任能力の「著しさ」がどの程度な
のかは，学説・実務において未だ不明確なままで
あり，どのような意味・趣旨で用いられている表
現なのかは明らかではない．
　また，犯行動機について，「常人にはおよそ理不
尽で突飛としか考えようのない動機ないしその形
成過程も，前認定の被告人の人格傾向を前提とし
…被告人の人格の延長にあるものと位置付けるこ
とができ，極端な人格の偏りのある情勢欠如者た
る被告人がそのような動機から本件犯行を決意し
これを実行したとしても，それが被告人の人格か
らすらも逸脱しまったく了解不可能なものである
など到底認められず，結局，本件凶行は，被告人
の本来の人格の所産というべく…精神疾患がもた
らしたものではない…常人にとっては異常としか
考えようのない本件犯行動機も，被告人に限って
は，その刑事責任能力の存否に疑いをいだかせる
に足るものとは認められない」としている．
　ここではいわゆる動機の了解可能性による判断
がなされており，常人には了解できないものの，
「被告人の人格を前提として判断すれば」了解可能
とされている．また，「被告人の本来の人格（の所
産）」という言葉が用いられており，文言だけから
すれば人格の形成に関しての答責性が問われてい
るようにも読める．いずれにせよ，本件は，反社
会性（正確には複合型）パーソナリティー障害が
重度の場合であっても，責任能力への影響を否定
している事例である．
　さらに量刑理由の箇所でも，「…人格障害は素因
の影響が大きいとは認められるものの，疾病と同
視しうるものではなく，人格障害との評価を受け
る被告人の人格というのは，被告人のこれまでの
全生活史の所産でもあるところ…人格をいくらか
でも矯正し，あるいは矯正困難なまでも，せめて
社会に害悪をなさずに生きて行くように心掛ける
機会はあったのではないかと思われるのに，その
ようにする努力すらしようとせず…結局のところ，
被告人自身が主体的に今日ある人格を築いてきた
ものと認めるほかはない」としている．
　あくまで量刑理由であるため，責任への直接的
な関連付けは妥当ではないが，パーソナリティー
障害に基づく異常な人格発達を，素因的な影響を
認めつつ，それを治療ないし対処してこなかった
ことを理由に評価しないことは妥当なのであろう
か．ここではいわば事前責任のような扱いがなさ
れているようにも思える．
　他にも，大阪地裁平成19年 3 月28日判決（LEX/
DB：28135192）【⑥】がある．
　本件は，人が窒息して苦もんする表情を見るこ
とで性的快感を得る性癖を有している被告人が，
性的欲求解消を動機とし，被害者 3 名を殺害した
事例である．なお，本件犯行前に薬品を染み込ま
せた布で通行人の口や鼻をふさぐ事件を50件あま
り繰り返しており，その他逮捕歴もあり，また解
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離性障害の診断を受けていた．鑑定はてんかん，
統合失調症，解離性同一性障害を否定し，内因性
うつ病を肯定したものの，犯行との関係性が否定
されること，DSM-4 の反社会性パーソナリティー
障害，性的サディズム，フェティシズムの診断基
準のほぼすべてに該当すること，計画性，合理的
行動からすれば事理弁識能力を有していたことが
認められるとするが，性衝動に基づく行動につい
ては，行動制御能力が喪失ないし著しく減退する
ものではない，とするのが，日本及び世界の司法
精神医学の分野で一般的に承認されているコンセ
ンサスであり，被告人の各障害は一般的症状にと
どまることから行動制御能力を有していた，とす
る．
　裁判所は被告人が犯行を思い留まろうと合法的
な方法で性欲を解消しようとしていたこと，人を
襲いたくなることを医師に相談していたこと，従
来の逮捕歴から，行為を十分認識し社会生活を営
む十分な能力を有していたこと，計画性，罪証の
隠滅，合目的的行動により弁識能力，制御能力の
存在が強く推認されるとした．動機についても被
告人の性癖を前提とすれば，十分了解可能なもの
とされており，完全責任能力が肯定されている．
　また，近年において，反社会性パーソナリティ
ー障害単体が問題となった事例として山形地裁平
成26年11月18日判決（LEX/DB：25505486）【⑦】
がある．
　本件は，大学生である被告人が現実味のない感
覚を解消することを目的に不仲で嫌悪感を抱いた
同級生を殺害した事例である．捜査段階における
鑑定では，非社会性パーソナリティー障害と診断
され，裁判所による認定はこの鑑定に基づいて行
われ，弁護人の広汎性障害の影響による心神耗弱
の主張は否定された．裁判所は「非社会性パーソ
ナリティー障害は本件犯行の動機の一部に影響を
与えているといえるが，同障害は，そもそも人格
のゆがみが生じているに過ぎず，善悪を判断する
能力や行動を制御する能力に影響を与える性質の
精神障害ではないから，本件犯行への影響もその
限度のものと捉えるべきである」とし，量刑理由
において「被告人は，嫌っていた被害者を殺害し，
現実味のない感覚を解消しようと身勝手な考えか
ら本件犯行に及んでいるところ，自らの十分な判
断に基づいて本件犯行に至っているのであるから，
本件犯行に至る経緯や動機に酌量の余地は乏しい」
としている．
　本裁判例は，反社会性パーソナリティー障害が
単体で問題となった事例であり，稀有なものと言
えるが，反（非）社会性パーソナリティー障害が
そもそも弁識能力，制御能力へ影響を与えないと
している点に特徴がある．文言からすれば「精神
の障害」の該当自体を肯定しているようにも読み
取れるが，弁識能力・制御能力に影響を与えない
ものが「精神の障害」に該当するのか疑いが生じ
るであろう．また障害の影響の具体的検討がなさ
れておらず，量刑においても特に反社会性パーソ
ナリティー障害の影響は考慮されておらず，むし
ろ計画性，残忍性が被告人に不利益な方向に評価
されている．
Ⅳ 検 討
　山口地裁平成26年判決（⑦）では，反社会性パ
ーソナリティー障害は一律に弁識能力・制御能力
に影響を与えないとされ，犯行への具体的影響が
検討されていない．この裁判例は，反社会性パー
ソナリティー障害が「精神の障害」に該当するこ
とを認めつつも，「原則的に完全責任能力」とする
従来の見解に反している（⑤は裁判所の趣旨は不
明確であるがパーソナリティー障害が疾患ではな
いことを強調し，直ちに責任能力への影響を与え
ないとしている84）が，疾患性の障害の場合でも慣
例を採用しない以上は，同様に直接の影響はない
はずであり，非疾患性の精神症状を排除している
意図があるよう思われる）．一方で，多くの裁判例
は，反社会性パーソナリティー障害が認められる
際に，心理学的要素の検討しており，反社会性パ
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ーソナリティー障害が「精神の障害」に該当する
との理解に基づいていると解される．前者の判断
は，地裁レベルの一事例にすぎないが，反社会性
パーソナリティー障害に責任減免を認めようとし
ない態度は，近年の学説の傾向にも見受けられる
ものである．今後どのような判断が示されていく
のか，注視が必要であるが，このように，生物学
的要素の段階においても，実務の態度には明確な
方向性が存在していないといえるであろう．この
点について，ドイツの実務・学説は，反社会性パ
ーソナリティー障害の場合にも，責任能力への影
響を（積極的でないにせよ）肯定しており，「精神
の障害」該当否定説を採用する場合には，同様の
理論的基盤を有している我が国の理解とドイツの
実務・学説における理解の差に関して，合理的な
説明付けが必要であるように思われる．さらに，
現在において一般的な理解によれば，医学的診断
基準による一律な判断（Konvention）は否定され
ており，また操作的診断基準はあくまで症状を列
挙したものであり，診断名の過度な重視は不適切
であることからすれば「精神の障害」要件で，殊
更に特定の障害を排除することが妥当なのかにつ
いて，さらに，反社会性パーソナリティー障害が
強度な場合であっても，同障害が制御能力（ない
しは，他行為可能性）に影響を与え得ないとして，
「精神の障害」に該当しないとすることができるの
か，議論の余地があるだろう．
　また心理学的要素（制御能力）判断のために用
いられている基準についても，統一性または方向
性が見受けられず，実際に用いられている基準は
裁判例によって様々である．中でも人格の同一性
（⑤85）），動機の了解可能性（注85判例・⑤86）・⑤
⑥）が多く用いられているが，他にも合目的性
（④・⑥）や計画性（⑥）なども考慮されている．
事例ごとに事情が異なるため，特定の基準を用い
るべきだとすることは妥当ではないが，反社会性
パーソナリティー障害は，主として制御能力が問
題となり，すくなくとも判断基準は，「制御能力」
に関連するものが用いられるべきことは言うまで
もない．しかしながら，例えば，人格の同一性は，
反社会性パーソナリティー障害に該当する者は，
幼少期から行為障害等で問題行動を示し，衝動性
が高いことを特徴としていることからすれば，ど
の時点における人格を比較対象とするのか，が問
題となるであろう．各裁判例が，どのように比較
対象を選択しているのかは明確ではないが，ほと
んどの事例において，被告人本来の性格の延長上
として評価されているように思える．また，各基
準が何を評価しているものなのか，その評価から
何が導かれるのかを今一度検討すべきように思え
る．
　同時に，頻繁に用いられる基準である「了解可
能性」についても，特定の対象に向かう衝動性が
問題となる欲動障害の場合では，外形的な了解可
能性はどのようなケースにおいても肯定されると
いう結論に至り得るように思える．また，了解可
能性の判断に，どのような人を想定するのかが問
題となり得，一部裁判例のように，異常な行為者
を基準に，異常な動機を判断する場合には，了解
可能という結論にいきつくことは当然であるだろ
う87）．したがって，この基準も，基準自体の妥当
性はともかく，欲動障害との関連においては，適
切なものと言えるのか疑わしいように思える88）．
さらに，計画性や合目的性の基準も用いられてい
るが，反社会性パーソナリティー障害の特徴には，
いわゆる「ずる賢さ」，狡猾性があること，知的能
力（弁識能力）への影響がないことからすれば，
この基準もほとんどのケースで満たされることに
なるであろう．この点について，妄想性障害につ
いて同様の指摘がある89）．そもそも，なぜ反社会
性パーソナリティー障害が制御能力との関連で問
題となるのかに立ち戻れば，衝動性の高さが行為
抑止を不可能または困難にし，行為の制御に影響
を与えるという視点があるだろう．すると計画性
や合目的性が衝動性との関連をどの程度有してい
るのか，慎重な検討が必要となるように思える．
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　また鑑定人の判断が心理学的要素についても言
及しているケースが多々見られる．それは「精神
の障害」を心理学的要素と独立に判断することが
できないことが理由であるであろう．しかしなが
ら，性衝動に関連する制御能力の喪失・減退が一
律に否定されるとする②の鑑定意見のように，コ
ンセンサスのとれた理解が常に前提となされてい
るとは言い難い場合もある．また，そもそも規範
的要素である心理学的要件について鑑定人が判断
することの是非自体が問われるべきであり，特に，
制御能力については刑法の分野でも従来からの検
討が十分になされていないのが現状であり，その
ような現状では，法律家でない鑑定人の中で，心
理学的要素について適切な理解がなされていると
は言えないであろう．
　さらに，量刑においても反社会性パーソナリテ
ィー障害の影響の評価について統一的な扱いがな
されているとは言えないであろう．それは反社会
性パーソナリティー障害を単に性格の偏りに過ぎ
ないと評価するのかどうかという点をはじめとし
（なお性格の偏りだと理解しても，―量刑論の理解
にも影響を受けるが―それ自体と責任との関連性
が問題となる余地は多分にある），さらに障害に基
づく残虐性を量刑上，被告人に不利益に評価する
のか，行為責任に含まれないとして被告人の有利
に評価すべきなのかという問題に関連している．
この点について未だ十分な検討がなされておらず
従来型の責任論・量刑論に反する考慮が行なわれ
ている疑いがあり問題がある．
　従来の見解が，反社会性パーソナリティー障害
の場合にも，39条の規定の適用可能性を認めてい
たことは，通説的な責任論の理解からすれば妥当
であるだろう．しかしながら，実際には，実務に
おいて，正面から同障害による責任能力の影響を
肯定した事例は，ほとんど見受けられない90）．こ
の点の説明としては，通説的な責任論を前提とす
るならば，同障害が「精神の障害」に該当しない
とするか，同障害の制御能力への影響は，「著しい
程度」に達していない，とすることが考えられる．
しかしながら，上述の通り，「精神の障害」概念が
拡大している現状では，生物学的要素の要件での
否定は困難であり，制御能力要件の問題として正
面から扱われなければならないであろう．
Ⅴ お わ り に
　反社会性パーソナリティー障害に対し，裁判例
がどのような態度をとっているのかは，（責任能力
への影響を否定するという結論以外は，理論的に）
明確ではない．多くの裁判例において，犯行に至
るまでの病歴や経緯等の詳細な事実が取り上げら
れているものの，各基準の位置付け，重要性が確
立されていない現状では，基準の当てはめが並列
され，結論が導かれることになっていた．このよ
うな現状では，結論ありきの認定となる恐れがあ
り問題がある．さらに，欲動障害の多くは，実際
上，限定責任能力の成否が問題となり，「著しさ」
という「程度問題」にいきつき，さらに不明確な
運用につながることになる．事例の積み重ねによ
って，実務の方向性が確立されることも期待され
るが，一方で，（特に反社会性パーソナリティー障
害の場合のように）重大な結果に基づく処罰の必
要性などの刑法理論外の考慮から，必要的減軽と
いう結果に至る限定責任能力の採用を否定するな
らば，安定的な運用を期待することはできず，事
例集積による方向性確立は困難となるであろう．
　しばしば，責任能力制度は刑事政策的側面から
大きな影響を受けることが指摘される．しかしな
がら，処罰の必要性や国民の理解を理由に，理論
的基礎づけを欠く処罰を肯定し，近代刑法理論の
原則の一つである責任主義を後退させる結果にな
ってはならないであろう．したがって，少なくと
も政策的な要請を直接的に解釈に反映させること
は妥当ではないように思われる．この点，ドイツ
において議論されている責任の機能化によって，
従来型の責任論の枠組みを維持しつつ，妥当な結
論を目指す見解には，従来型の責任論の徹底が実
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際上妥当でない結果に至るという問題を解決する
一定の可能性があるように思われる．
　反社会性パーソナリティー障害をはじめとする
欲動障害の多くは，現状の理解では，単に責任能
力に影響を与えないと理解することはできず，制
御能力を正面から問題とすることは避けられない．
減軽をためらう場合も多く想定し得るであろう
が91），減軽を否定する検討をする場合においても，
理論的基礎づけが必要であり，今後のさらなる検
討が望まれる．
1） 岩井宜子『精神障害者福祉と司法（増補版）』（尚
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51） 安田・前掲注41・108頁．
52） 主体が著しく損なわれている場合にも衝動の強制
力が小さければ衝動の抑圧が困難だと言えない場合
がある，とする（安田・前掲注41・119頁）．
53） 安田・前掲注41・124頁．
54） 樋口亮介「責任能力の理論的基礎と判断基準」論
究ジュリスト19号192頁以下．
55） マクノートン・ルールの成立過程については，中
谷陽二『刑事司法と精神医学　マクノートンから医
療観察法へ』（弘文堂，2013年） 5 頁以下参照．
56） 樋口・前掲注53・192頁以下．
57） 樋口・前掲注53・200頁．
58） 「抗拒不能の衝動テスト」を付加的に採用した修正
マクノートン・ルールが用いられているとされてい
る（浅田和茂『刑事責任能力の研究（上巻）』（成文
堂，1999年）8 頁）．また制御能力要件を排した場合
には刑罰の本質がいかなるものになるのか，いまだ
検討を要するであろう．
59） 摂食障害に関連するクレプトマニアのケースでは
再犯の回数が多く，執行猶予付き判決直後や刑事施
設出所後直後に再犯を行うケースが多く見られる．
再犯防止の観点からすれば，なんらかの対処が必要
であるだろう．なお摂食障害の治療が成功すれば窃
盗行為も治る傾向があるとする指摘も存在する．
60） 岩井・前掲注 1 ・235頁．
61） もちろん，タブー視されてきた保安処分または治
療処分を一律に否定する意図ではない．かつての保
安処分反対論の主張の主たる内容は危険性の判断の
困難性と拘禁による人権侵害への危惧であった．し
かしながら，現在でも欧米諸国において保安処分は
現実に運用されており，人権への配慮も適切な制度
構築によって回避可能であるように思われる．むし
ろ予防的考慮が責任主義の形骸化を招き他行為可能
性が限定されているケースにも責任を認めているな
らば，より深刻な問題があるようにも思える．問題
点を再確認し正面からの議論が必要であるように思
える．
62） 浅田和茂『刑事責任能力の研究（下巻）』（成文堂，
1999年）89頁など．
63） 仮にパーソナリティー障害を否定したところで，
衝動性が存在する以上は他行為可能性へ限定されて
いたことになり評価しないことは妥当ではないと思
われる．
64） 箭野・前掲注 3 ・184頁など参照．
65） 大谷實『刑法総論 新版第 4 版』（成文堂，2012年）
323頁．
66） もちろん全体の傾向として完全責任能力を認めて
いるということは否定しない．
67） たとえば，東京高裁平成23年 5 月12日判決（東京
高等裁判所（刑事）判決時報62巻 1 -12号46頁）は，
捜査段階での鑑定では統合失調症型パーソナリティ
ー障害と，弁護人による委託鑑定では妄想型統合失
調症と，そして控訴審による鑑定では統合失調症型
障害とされているが，本判決は，統合失調症型障害
との診断に基づいて，責任能力を検討しており，精
神病質について心神耗弱を認めた事例とするのは誤
解を生むように思える．また統合失調症型パーソナ
リティー障害は妄想の原因となり得ることから，弁
識能力に関連することにも注意が必要であるだろう．
68） 専門家による鑑定の拘束性について「採用し得な
い合理的な事情が認められるのでない限り，その意
見を十分に尊重して認定すべき」とした最高裁20年
4 月25日決定（刑集62巻 5 号1559頁），「特定の精神
鑑定の意見の一部を採用した場合においても，責任
能力の有無・程度について，当該意見の他の部分に
事実上拘束されることなく，上記事情を総合して判
定」できるとした最高裁平成21年12月 8 日決定（刑
集63巻11号2829頁）がある（これらついては，林幹
人「責任能力の現状―最高裁平成20年 4 月25日判決
を契機として―」上智法学論集52巻 4 号，林美月子
「責任能力判断と精神鑑定―最高裁20年 4 月25日判
決を契機として―」立教法学87号286頁，など参照）．
さらに鑑定を採用し得ない合理的事情の具体例を示
したものとして，最高裁判所平成27年 5 月25日判決
（判例時報2265号123頁）がある．
69） あくまで補助的なものであり，決定的な要素では
なく本来は「基準」とするのは妥当ではないが，論
述が煩雑なものとなるため基本的には「基準」とい
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う用語を用いる．
70） たとえば，東京高裁平成23年 5 月12日判決（東京
高刑判時62巻 1 -12号 4 頁）．本件は，被告人が実父
に対し，肘打ちした後に頸部にハサミを突き刺し，
左目に棒状のものを突き刺し殺害した事例である．
原審は，基本的に捜査段階の鑑定に基づき，統合失
調症型パーソナリティー障害を肯定し，犯行は妄想
に支配されたものではなく，動機が一応は了解可能
であることなどから弁識能力・制御能力の喪失を否
定した．ただし，犯行の態様が被告人の性格傾向と
は異質的なものであり，犯行時および犯行後の行動
に著しく合理性を欠く部分があるとし，心神耗弱を
認めた．本件では「統合失調症型障害に罹患してい
た」とし，客観的事実と被告人の認識の違いから認
知の歪みおよびそれに基づく誤った認知の存在が否
定できないとする．「被害者から，…感情を刺激する
…発言や態度をされたことに触発され…攻撃的な反
応に及んだものである」とし，さらに「部分的な認
知の歪みがあったにしても…正しい認知もまた並存
していたと言える」とし，「その行為が全く了解不可
能というものではなく，少なくとも被告人が被害者
の言動に反発し憤慨する感情を抱いて肘打ち行為等
に及んだという点では了解可能」とする．そして「そ
のような感情を抱いた末の被告人の行動は，被告人
の平素の性格や行動と全く異質なものとは言えない」
としつつ，「犯行の態様をみると，…被害者に対する
激烈な肘打ち行為や残忍な刺突行為は異常であり，
行動制御能力は著しく障害されていた疑いがあるが，
…周囲の状況を全く認知できていないわけではなく，
それなりに合目的性を保っている」とし「是非弁別
能力は十全でなく，行動制御能力は著しく障害され
ていた疑いがある」として心神耗弱を認めた．
71） この点についての批判として，平野龍一『刑法総
論Ⅱ』（有斐閣，1976年）289頁．
72） 『司法研究報告書』第61輯36-37頁．
73） 佐伯仁志「裁判員裁判と刑法の難解概念」法曹時
報61巻 8 号33-34頁．
74） 岡田幸之「責任能力判断の構造と着眼点『― 8 ス
テップと 7 つの着眼点―』」精神経誌115巻10号1064
頁以下．
75） 岡田・前掲注74・1064頁．
76） 山中敬一『刑法総論（第三版）』（成文堂，2015年）
653頁．
77） 近年の判例である山口地判平成26年11月18日は
「…非社会性パーソナリティー障害は，本件犯行動機
の一部に影響を与えていたと言えるが，同障害は，
そもそも人格のゆがみが生じているに過ぎず，善悪
を判断する能力や行動を制御する能力に影響を与え
る障害ではないから，…」としている．
78） 参照裁判例は責任減免を認めたとされるものを中
心にし，否定事例は近年のものを選択した．また責
任能力の評価の詳細があまりに不明確なものは認定
方法の参考にはならないため意図的に省いている．
79） 反社会性パーソナリティー障害の特徴である衝動
性，刺激への抵抗力の低さからすれば激昂しやすい
ことになるであろう．その場合には情動行為の場合
と同じく憤激による意識障害としても把握すること
が可能のようにも思える．
80） この裁判例は比較的古いものであるが，この問題
は近年でも同時存在の原則との関連で，責任能力論
の一つの大きな問題として論じられている．例えば，
浅田和茂「実行行為開始後の心神喪失・耗弱につい
て」361頁以下，林美月子「実行行為途中からの責任
無能力」神奈川法学28巻 1 号283頁以下などを参照．
81） なお被告人は犯行前に興奮を押さえ度胸をつける
ために，とビール小瓶 3 本とウイスキー二杯を一気
に飲み干したとされる．
82） 責任能力判断は究極的には裁判所の責務であるが，
特に心理学的要素は規範的側面が強く，そもそも鑑
定の対象となるのか自体が問題となり得るが，実際
には多くの事例において鑑定人は心理学的要素まで
言及している．それゆえ鑑定人の心理学的要素の理
解の正確性が問題となり得るだろう（生物学的要素
が心理学的要素の影響を受けていることからすれば，
心理学的要素への言及の有無にかかわらずとも鑑定
人が心理学的要素の内容を理解しておく必要がある
とも言えるのではないだろうか）．
83） 鑑定については岡江晃『宅間守　精神鑑定書』（亜
紀書房，2013年）参照．
84） ④も「トレット症候群はそれ自体としては精神的
疾患ではなく，それが直ちに責任能力に影響を及ぼ
すものではない」としている．
85） 近年のものとしては，統合失調症型パーソナリテ
ィー障害との鑑定があった，注70）東京高裁平成23
年 5 月12日判決（東京高刑判時62巻 1 -12号 4 頁）参
照．
86） また，人格障害（と併発症状）が問題となった東
京高裁平成 6 年 3 月25日判決では，動機の了解可能
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性が否定され，心神耗弱が肯定されたが，本件はす
でに事実認定に問題があり，それに基づき「動機は
不明であり行動に了解が不可能な部分がある」とさ
れているに過ぎない．
87） 摂食障害に関する神戸地方裁判所平成27年10月27
日判決においても，「被告人は，どうせ吐いてしまう
食品に代金を払うのがもったいなかったなどと述べ
ており…動機形成過程には摂食障害の影響が強くう
かがわれるものの…大量の飲食物を毎日購入すれば
生活が苦しくなったと思うとも述べていることも併
せれば，犯行動機それ自体は容易に了解可能なもの
である」としている．このように動機形成過程の異
常性を考慮しなければ，欲動障害で了解不可能と判
断されることはないことになるだろう．
88） 動機の了解可能性の判断基準として，行為者本人
を想定することの問題性は，クレプトマニアに関す
る論文でも取り上げられている（城下裕二「窃盗症
（クレプトマニア）・摂食障害と刑事責任」『浅田和茂
先生古稀祝賀論文集古稀（上巻）』（成文堂，2016年）
312-313頁）．さらに，動機の了解可能性という基準
について関連する文献としては，近藤和哉「責任能
力判断における「了解」について（一）」上智法学39
巻 2 号97頁以下，同「責任能力判断における「了解」
について（二・完）」上智法学39巻 3 号125頁以下を
参照．
89） 岡上雅美「妄想性障害と責任能力―責任能力の体
系的地位にも関連させて―」『浅田和茂先生古稀祝賀
論文集（上巻）』（成文堂，2016年）295頁．
90） これを単に，問題となった事例が存在していない
だけだと説明することは，犯罪者の多くに反社会性
パーソナリティー障害ないしはサイコパスが認めら
れるとする説明と矛盾することになる．
91） 同時に，反社会性パーソナリティー障害に（他の
欲動障害にも）39条の適用を認めることが，本当に
刑事政策的に不当な結論に行き着くことになるのか
についても，今一度検討すべきであるように思える．
なぜなら，この場合には，行為を止めることができ
なかった者を免責とするだけであり，障害を理由と
した免責を意図し，あえて行為する者を免責するわ
けではないからである．さらに特別予防の観点から
も刑罰の適性が問われ得る．場合によっては応報的
観点からも予防的観点からも刑罰の正当性が基礎付
けられ得ないことも考えられ得る．
